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国の政策・予算の動き（３）

１　はじめに
我が国は、国土の地理的・地形的・気象的な
特性により、これまで地震、津波、豪雨など数
多くの自然災害で、多くの尊い人命を失い、莫
大な経済的・社会的・文化的損失を被ってきま
した。しかし、そのたびに、そこで得られた教
訓を踏まえ、自然災害への対応力を強化してき
ました。
一方、昨年の能登半島地震や奥能登豪雨はじ
め、昨今、災害がますます激甚化・頻発化する

とともに、南海トラフ地震等の大規模地震の切
迫性も高まっています。
改めて、国民一人一人による災害への備えと

ともに、「誰ひとり取り残さない」との考えに
立ち、平時から官民連携して、ソフト・ハー
ド両面にわたる事前防災対策を積極的に行い、	
「国土強靱化」を推進していくことが極めて重
要です。
国土強靱化の取組を切れ目なく推進するた

め、本年（2025 年）６月６日、「第１次国土強
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図1：第１次国土強靱化実施中期計画【概要】
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靱化実施中期計画」が閣議決定されました。以
下で当該計画の概要を紹介します。

２　基本的な考え方（第１章）
これまで「防災・減災、国土強靱化のための
３か年緊急対策」や「防災・減災、国土強靱化
のための５か年加速化対策」（以下「５か年加
速化対策」）として進めてきたハード・ソフト
両面からの国土強靱化施策が着実に効果を発揮
してきました。
一方、現下の人件費・資機材価格の高騰や人
口減少・少子高齢化を背景に、コスト増大や工
期延伸等への対応が必要になるなど、諸課題が
顕在化しています。
今後、国土強靱化施策の推進に当たっては、

「災害外力・耐力の変化」、「社会状況の変化」、「事
業実施環境の変化」という３つの変化に対応し
ていく必要があります。

【主な特徴的な内容】
①　「災害外力・耐力の変化」への対応
2025（令和７）年１月埼玉県八潮市で発生し
た道路陥没事故等のように、災害耐力の低下が
顕在化しつつある老朽インフラの修繕・更新を
強力に推進し予防保全型メンテナンスへ移行、
自立分散型システム導入、気候変動対策の国際
的な潮流やネイチャーポジティブの考え方を踏
まえたグリーンインフラの活用、広域的な観点
から複数分野のインフラを群としてとらえたメ
ンテナンスの効率化・高度化など

②　「人口減少等の社会状況の変化」への対応
国土強靱化と地方創生の連携を強化、フェー
ズフリー対策の積極的な導入、立地適正化計画
等のまちづくり計画と国土強靱化地域計画との
連携強化、2024（令和６）年能登半島地震や奥
能登豪雨を踏まえた「半島防災・強靱化」の推
進など

③　「事業実施環境の変化」への対応
災害現場を担う国や地方公共団体、建設・医

療等の人材確保・育成、革新的なデジタル等新
技術の活用による生産性向上、民間提供のデー
タ・デジタル技術活用、経済安全保障上重要な
インフラが機能し重要な物資・役務を供給でき
るよう官民連携、広域的な連携体制強化、資機
材の仕様の共通化・規格化など

国土強靱化実施中期計画は、2023（令和５）
年６月に「強くしなやかな国民生活の実現を図
るための防災・減災等に資する国土強靱化基本
法（平成 25 年法律第 95 号）」が改正されたこ
とを受け、同法第 11 条の２に基づき、国土強
靱化基本計画（以下「基本計画」という。）に
基づく施策の実施に関する中期的な計画（以下
「実施中期計画」という。）を定めるもの。

基本計画に定めた国土強靱化政策の展開方向
（５本柱）に沿って実施中期計画期間内に実施
すべき国土強靱化施策の内容及び目標を明らか
にするとともに、５か年加速化対策に続く計画
として、その推進が特に必要となる施策の内容
及びその事業規模を定めています（図１）。

＜国土強靱化政策の展開方向（５本柱）＞
（１）�国民の生命と財産を守る防災インフラ

の整備・管理
（２）�経済発展の基盤となる交通・通信・エ

ネルギーなどライフラインの強靱化

図２：国土強靱化推進の枠組
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（３）�デジタル等新技術の活用による国土強
靱化施策の高度化

（４）�災害時における事業継続性確保を始め
とした官民連携強化

（５）地域における防災力の一層の強化

３　計画期間（第２章）
2026（令和８）年度から12年度までの５年間

４　計画期間内に実施すべき施策（第３章）
５の「推進が特に必要となる施策」のほか、
施策の推進に必要な制度整備や関連計画の策定
等の環境整備、普及啓発活動等の継続的取組、
長期を見据えた調査研究等（全 326 施策）につ
いて、目標を設定して取組を推進することとし
ています。

５　推進が特に必要となる施策（第４章）
計画期間内に特に推進すべき施策（全 114 施

策）の目標を設定するとともに、その先を見据え
た現段階の長期目標についても明示しています。
これらの施策の目標は、おおむね 20 年から
30 年程度の期間を一つの目安として、国土強
靱化のレベルを一段上の水準まで引き上げるこ
とを念頭に検討・設定したものです。施策の中
には、長期目標の達成に 30 年超の期間を要す
るものもありますが、地域ごとに異なる災害リ
スクの実情や緊急性等を踏まえ、早期に効果を
発揮できるよう、優先順位や手法を検討の上、
実施していくこととしています。

〇 �「推進が特に必要となる施策」の目標と指標
の例

農業土木関係では、
�（例１）「国民の生命と財産を守る防災インフ
ラの整備・管理」において、海岸堤防関係
（「推進施策 10　流域治水対策（河川、砂防、
下水道、海岸）」、「推進施策 19　大規模地震
に備えた河川管理施設等の地震・津波対策」）
や盛土関係（「推進施策４　大規模盛土造成

地等のリスク把握に関する対策」）の他、
「推進施策 12 防災重点農業用ため池の防災・
減災対策」
≪目標≫
全国の防災重点農業用ため池（約 53,000

か所（令和５年度末時点））のうち、防災対
策の優先度の高い防災重点農業用ため池（防
災工事等推進計画に位置付けのある約 9,000
か所（令和５年度末時点））における防災工
事の完了率　30％【R５】 → 83％【R12】 → 
100％【R17】　他

「推進施策 13　「田んぼダム」等の取組」
≪目標≫
流域治水プロジェクトに位置付けられた

田んぼダム（50 万 ha（令和６年度末時点））
における取組完了率（地域の共同活動による
防災・減災の取組を含む。）
17％【R５】 → 36％【R12】 → 100％【R35】

「推進施策 14　農村地域の総合的な防災・減
災対策」
≪目標≫
湛水被害等のおそれがあり、防災対策（豪

雨対策、地震対策、地滑り対策等）を講ずる
優先度が高い農地等（約 50 万 ha（令和６年
度末時点））における対策完了率
０％【R５】 → 50％【R12】→ 100％【R18】

「推進施策 20　農業水利施設の耐震化」
≪目標≫
耐震対策が早期に必要と判明し、被災によ

る影響度が極めて大きい重要度の高い国営造
成施設（23 施設）における対策完了率
48％【R５】 → 91％【R12】→ 100％【R16】

「推進施策 28　農業水利施設等の機能診断を
踏まえた保全対策」
≪目標≫
健全度評価により早急な対策が必要と判
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明している基幹的農業水利施設（水路：約
4,200km、施設：約 730 か所）における対策
完了率
０％【R５】 → 70％【R12】→ 100％【R26】

などが位置づけられています。

（例２）「経済発展の基盤となる交通・通信・
エネルギーなどライフラインの強靱化」にお
いては、
「推進施策 30 農道・農道橋等の点検・診断を
踏まえた保全対策」
≪目標≫
機能保全計画（個別施設計画）で早期に対
策が必要と判明している農道橋及び農道トン
ネル（237 か所）の対策完了率� 	
０％【R５】 → 21％【R12】→ 100％【R26】

「推進施策 36―１　集落排水施設の耐震性能
照査・保全対策」
≪目標≫
最適整備構想（個別施設計画）で早期に対
策が必要と判明している農業集落排水施設
（3,400 施設）の更新対策完了率� 	
０％【R５】→ 12％【R12】 → 100％【R31】

などがあります。
（以下、主な施策の概要資料）



30 JAGREE 109．2025・12

６　対策の事業規模（第４章の２）
このように目標を設定された、「推進が特に
必要となる施策」について、その事業規模は、
表１に示すとおり、今後５年間でおおむね 20
兆円強程度を目途とし、
〇�今後の資材価格・人件費高騰等の影響につい
ては予算編成過程で適切に反映する、
〇�対策の初年度については、経済情勢等を踏ま
え、速やかに必要な措置を講ずる、
〇�次年度以降の各年度における取扱いについて
も、予算編成過程で検討することとし、今後
の災害の発生状況や事業の進捗状況、経済情
勢・財政事情等を踏まえ、機動的・弾力的に
対応する、こととしています。

７　フォローアップ（第５章）
実施中期計画のフォローアップとして、
〇�毎年度の年次計画を通じたフォローアップの
実施、
〇�巨大地震の被害想定地域や条件不利地域は関
連計画のフォローアップと連携、
〇�災害から得られた知見の継承、対策の課題・
効果のとりまとめ・発信、
〇�事業実施環境の整備に向けた取組の強力な推
進、評価に必要なデータ収集の推進に取り組
むこととしています。
さらに、今後の実施中期計画の実施に際して
は、真に必要な財政需要に安定的に対応するた
め、地方の実情も踏まえ、受益者による負担の
状況を念頭に置きつつ、事業の進捗管理と財源
確保方策の具体的な検討を開始することとして
います。

表１：推進が特に必要となる施策の事業規模

国土強靭化政策の展開方向（５本柱） 事業規模
１�　国民の生命と財産を守る防災イン
フラの整備・管理

おおむね
　5.8 兆円程度

２�　経済発展の基盤となる交通・通信・
エネルギーなどライフラインの強靱化

おおむね
　10.6 兆円程度

３�　デジタル等新技術の活用による国
土強靱化施策の高度化

おおむね
　0.3 兆円程度

４�　災害時における事業継続性確保を
始めとした官民連携強化

おおむね
　1.8 兆円程度

５　地域における防災力の一層の強化 おおむね
　1.8 兆円程度

合計
おおむね
　20兆円超程度
　　　　　　（注）

（注）令和７年６月時点において本計画の達成目標を達成するために必
要と想定される事業規模の目途を示したものであり、各施策の実施段
階における諸調整の結果等により、変動する場合がある。

８　おわりに
（一社）農業土木事業協会会員の皆様には、
農業農村整備事業の推進とともに、平素から地
域のインフラ整備メンテナンス等の担い手とし
て、また、災害時には最前線で地域社会の安全・
安心の確保を担う「地域の守り手」として、国
土を守る大きな役割を担っていただき、心より
感謝申し上げます。
切迫する巨大地震や、激甚化・頻発化する大

規模自然災害による被害を軽減・回避するため
には、今後とも、インフラ老朽化対策を含め、
国土強靱化の取組のペースを緩めることなく、
着実に推進していかねばなりません。
そのため、今回策定された第１次国土強靱化

実施中期計画に基づき、国民、事業者、地域、
行政等がしっかり連携して、オールジャパンで
国土強靱化を推進してまいります。関係者の皆
様方の引き続きのご尽力を何卒よろしくお願い
申し上げます。
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